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2023.5 水産試験場 FISHERIES EXPERIMENT 

「沿岸漁業新規就業者の定着につながる要因分析について」 

                                   －経営流通部－ 

 

はじめに 
本県漁業就業者は，平成 30年漁業センサス概数値によると 2,202人で，今後さらなる減少，特に沿岸漁業就業者

の著しい減少が予想され，将来の漁村地域の経済活動の縮小が懸念されており，漁業就業者の確保及び収益向上の

対策が急務となっています。 

しかし、着業後に離職するケースも多いことから確実な定着につなげるための試験研究を令和元年～3年に行いま

した。 

今回はその分析内容の一部をご紹介します。 

  

①沿岸漁業への新規就業に求められる経済条件 
 国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技術研究所との共同研究で分析を行いました。 

 この分析では、漁業への新規就業において投資に見合う利益を上げるための経済条件を明らかにするために NPV

（Net Present Value）法を用いています。 

 NPV法は経営分野で最もスタンダードな手法であり、投資によって購入した設備や機器類等の耐用年数内に得ら

れるであろう収入が支出より大きければ投資は有利であると判断する方法で、投資財は全額無利子の宮崎県沿岸

漁業改善資金で返済することを想定しています。 

県内複数の地域、漁業種類で分析を行い、漁業者の経営収支データ及び販売データ、漁業関連事業のデータ、

漁業者への聞き取り調査によって、1 日あたりの水揚金額や労働時間、最低限必要となる投資額等を算出しました

（表 1）。 

例えば、刺網に新規就業する場合、必要な投資財は中古漁船 4,158,000 円、漁具等 2,331,670 円、合計 6,489,670

円となり、返済に必要な目安として年間水揚げ金額は 3,364,892 円（1日あたり水揚げ金額が約 35,000円の場合、

96 日操業）となります。 

 

②新規就業者の定着に必要な年数及び定着までの操業の目安の分析 
 この分析では、かつての新規就業者で現在も操業を行っている方の販売データから、1日あたり水揚げ金額が横

ばいになった年数を漁ろう技術が安定した期間、すなわち定着にかかった期間とみなして分析を行いました。 

 新規就業者の定着には、小型底曳網漁業（小底 2 種）や延縄漁業で 3～5 年、曳縄漁業で 5～7 年を要すること

がわかりました。 

 

おわりに 
今回ご紹介した分析は、新規就業希望者の漁業を営む地域及び漁業種類の選択や初期費用の算出、就業時に目標

とする操業日数の決定、長期的な操業及び返済計画の決定、就業後に目標と実績を比較し各自改善点を見つける際

などに活用できると考えており、新規就業者の定着の一助となることを期待しています。 
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※1  新規就業者本人分の賃金見合い分を含む 

※2 A 漁協の刺網と磯建網の複合の場合、磯建網の洗浄作業時に約 3 名が必要 

※3  実際に必要な投資額は 5,864,442 円（中古漁船 3,862,222 円、漁具・漁網 2,002,220 円）。半額は補助を利用したと仮定 

※4 C の延縄と磯建網の複合の場合、磯建網の洗浄作業時に約 10 名が必要  

※5  実際に必要な投資額は 4,831,479 円（中古漁船 4,082,400 円＋漁具 499,079 円＋軽トラック 250,000 円）。 

     表中の可能投資額は採算がとれるまで減額した額（必要な投資額の  44.1％）であり、半額の補助が利用できたとしても 

   成り立たない 

※6  操業回数（概ね 2 日/回） 

表 1 NPV法による試算結果 

漁業種類 地域 組合せ 備考

県北 単一 4～5年

県中 単一 3年

県南 単一 5～7年

複合 +一本釣 9～10年

複合 +磯建網＋延縄 3～4年

延縄 県南 単一 4～5年

小底2種

曳縄

県中

年数

表 2 漁ろう技術が安定する期間 

漁業種類
1日あたり
水揚げ金額

操業日数
年間水揚げ

金額
年間経費額

※1
年間純利益 労働力

中古漁船 4,158,000 刺網 35,051 96 3,364,892

漁具・漁網 刺網 2,331,670

6,489,670 96 3,364,892

中古漁船 4,158,000 刺網 35,578 45 1,601,020

刺網 2,331,670 磯建網 61,811 43 2,657,887

磯建網 855,800

7,345,470 88 4,258,907

中古漁船 1,931,111 小底2種 35,089 198 6,947,664

漁具・漁網 1,001,110

2,932,221 198 6,947,664

中古漁船 4,082,400 延縄 25,085 200 5,017,037

延縄 499,079 磯建網 50,571 26 1,314,833

磯建網 866,868

その他 軽トラ 250,000

5,698,347 226 6,331,870

中古漁船 1,800,607 延縄 25,085 200 5,017,037

漁具 延縄 220,127

その他 軽トラ 110,266

2,131,000 200 5,017,037

中古漁船 3,792,000 小底2種 84,997 84 7,139,735

漁具 858,510

漁網 1,523,875

6,174,385 84 7,139,735

中古漁船 4,158,000 曳縄 154,052 14 2,156,729

漁具 300,613 ※6

4,458,613 14 2,156,729

中古漁船 4,158,000 底延縄 28,389 79 2,242,743

漁具 130,570

4,288,570 79 2,242,743

5,789,743

1,422,104

1,604,124

1,694,042

616,421

1,194,914

386,127

1,349,992

734,625

638,619

合計

合計

刺網

刺網＋
磯建網

小底2種

※3

延縄＋
磯建網

小底2種

曳縄

底延縄

F

E

D

C

B

1名

1名

1名

投資財

1名

1名
※2

1名

1名
※4

漁具・漁網

漁具・漁網

合計

合計

合計

合計

合計

合計

漁業種類漁協 可能投資額

1名延縄

※5

返済に必要な目安

A

1,974,563 1,390,329

2,564,865

6,331,243

5,136,956

4,630,910


